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全国交通量（走行台キロ）の実績値と推計値全国交通量（走行台キロ）の実績値と推計値
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◇新たな交通需要予測の傾向（◇新たな交通需要予測の傾向（H17H17実績と実績とH42H42推計との比較）推計との比較）

○ブロック別走行台キロ○ブロック別走行台キロ

約２．６％増約２．６％増２，０６７２，０６７２，０１５２，０１５関東全域関東全域

約７．０％増約７．０％増１，２４８１，２４８１，１６６１，１６６関東臨海関東臨海

約３．５％減約３．５％減８１９８１９８４９８４９関東内陸関東内陸

比比 率率H42H42
（推計値）（推計値）

H17H17
（実績）（実績）

○ブロック別発生集中交通量○ブロック別発生集中交通量

約０．５％増約０．５％増４，５５３４，５５３４，５３２４，５３２関東全域関東全域

約４．６％増約４．６％増３，０２９３，０２９２，８９７２，８９７関東臨海関東臨海

約６．８％減約６．８％減１，５２４１，５２４１，６３５１，６３５関東内陸関東内陸

比比 率率H42H42
（推計値）（推計値）

H17H17
（実績）（実績）

（参考）全国ベース（参考）全国ベース 走行台キロ走行台キロ ▲２．６％▲２．６％

発生集中交通量発生集中交通量 ▲４．４％▲４．４％

（億台キロ／年）（億台キロ／年）

（万トリップ／日）（万トリップ／日）

将来交通量の動向将来交通量の動向

関東臨海：東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県
関東内陸：茨城県、群馬県、栃木県、長野県、山梨県 3



◇新たな交通需要予測の傾向◇新たな交通需要予測の傾向

（（H17H17ｾﾝｻｽに基づくｾﾝｻｽに基づくH42H42推計と推計とH11H11ｾﾝｻｽに基づくｾﾝｻｽに基づくH42H42推計との比較）推計との比較）

○ブロック別走行台キロ○ブロック別走行台キロ

約１２％減約１２％減２，０６７２，０６７２，３６０２，３６０関東全域関東全域

約１１％減約１１％減１，２４８１，２４８１，３９８１，３９８関東臨海関東臨海

約１５％減約１５％減８１９８１９９６２９６２関東内陸関東内陸

比比 率率H17H17ｾﾝｻｽにｾﾝｻｽに
基づく基づくH42H42推計値推計値

H11H11ｾﾝｻｽにｾﾝｻｽに
基づく基づくH42H42推計値推計値

○ブロック別発生集中交通量○ブロック別発生集中交通量

約約 ８％減８％減４，５５３４，５５３４，９２４４，９２４関東全域関東全域

約約 ５％減５％減３，０２９３，０２９３，１９３３，１９３関東臨海関東臨海

約１２％減約１２％減１，５２４１，５２４１，７３１１，７３１関東内陸関東内陸

比比 率率H17H17ｾﾝｻｽにｾﾝｻｽに
基づく基づくH42H42推計値推計値

H11H11ｾﾝｻｽにｾﾝｻｽに
基づく基づくH42H42推計値推計値

（参考）全国ベース（参考）全国ベース 走行台キロ走行台キロ ▲１３％▲１３％

発生集中交通量発生集中交通量 ▲▲ ９９％％

（億台キロ／年）（億台キロ／年）

（万トリップ／日）（万トリップ／日）

将来交通量の動向将来交通量の動向

関東臨海：東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県
関東内陸：茨城県、群馬県、栃木県、長野県、山梨県 4



＜社会資本整備審議会＜社会資本整備審議会 道路分科会資料より抜粋＞道路分科会資料より抜粋＞

5



＜社会資本整備審議会＜社会資本整備審議会 道路分科会資料より抜粋＞道路分科会資料より抜粋＞ 6



＜社会資本整備審議会＜社会資本整備審議会 道路分科会資料より抜粋＞道路分科会資料より抜粋＞

7



＜社会資本整備審議会＜社会資本整備審議会 道路分科会資料より抜粋＞道路分科会資料より抜粋＞

8



＜社会資本整備審議会＜社会資本整備審議会 道路分科会資料より抜粋＞道路分科会資料より抜粋＞

9



今後の事業評価手法の考え方について今後の事業評価手法の考え方について
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